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１ 前年度指摘事項等に対する措置等  該当なし 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況  該当なし 

３ 組織及び業務調べ 

課 名 係 (担 当 )名 課 の 主 な 所 掌 事 務 

人権・同和対策課 

企画調整担当 

 

人権施策の推進に関すること 

[企画調整担当] 特定課題に関すること 

・人権施策基本方針、人権尊重の社会づくり相談ネットワーク、

拉致被害者、ユニバーサルデザイン等 

[啓発教育係]啓発・教育全般に関すること 

・ミニシンポジウム、人権研修、啓発広報 等 

[同和対策担当]同和対策に関すること 

・同和問題の啓発、地方改善施設整備事業、隣保館の施設整備・

運営、鳥取県専修学校等奨学資金 等 

啓発教育係 

同和対策担当 

 

４ 職員の定員、現員調べ 

     種 別 
 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 
備    考 

 

23.4.1 
現 在 

22.4.1 
現 在 

23.4.1 
現 在 

22.4.1 
現 在 

23.4.1 
現 在 

22.4.1 
現 在 

23.4.1 
現 在 

22.4.1 
現 在 

定 員 12 12 0 0 0 0 12 12 

 

現 員 
(0) 

12 

(0) 

12 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

12 

(0) 

12 

 

過不足(△) 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

臨 時 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

非常勤職員 2 2 0 0 0 0 2 2 

人権相談員 1 
事務  1 

 

５ 役付職員の調べ 

 （平成２３年８月１日現在） 
職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考  

局 長 橋 本  修 ３  年 ４  月  

課 長 岸 根 弘 幸  １ ４    

課長補佐兼主幹 山 名  修  ２ ４    

主 幹 荒 砂 茂 徳   ４     

主 幹 前 田 いづみ  ４     
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 ６ 主な事業に関する調べ 
事  業  名 概                    要 

人権啓発教育事業 

のうち 

①人権協働ネットワ

ーク事業 

 

決算額 

2,915 千円 

 

（財源内訳） 

国庫支出金 

2,575 千円 

一般財源 

340 千円 

その他 

0 千円 

 

 

○将来ビジョン 

Ⅴ支え合う 

（１）人権の尊重と男

女共同参画の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

  県民が企画する効果的な人権啓発事業を公募し、複数の団体及び県担当課で組織する 

実行委員会に実施委託することによって、県民の自発的な人権尊重の取組みを推進する 

とともに、県民・行政の協働の進展を図る。 

  併せて、地域に根ざした身近な研修、自己啓発の機会を県民に提供し、人権啓発を進 

める。 

 

（イ）事業の実施状況 

【委託した啓発事業】 

実 施 概 要 人権分野 

「倉吉発ワークライフバランスシンポジウム２０１０」 

受託者：ワーク･ライフ･バランスシンポジウム実行委員会（構成：

鳥取県男女共同参画をすすめるネットワーク、鳥取県民主

商工連合会婦人部協議会、倉吉市、鳥取県企画部男女共同

参画推進課） 

期 日：平成 22年 10 月 27 日(水) 

会 場：倉吉未来中心 小ホール 参加者 200 人 

男女共同参画 

 

 

「障がい者の女性差別について共に考える」 

受託者：障がい者の人権を考える実行委員会（構成：NPO 法人夢ハウ

ス、小規模作業所ひといろ工房、えがお(株)、鳥取県福祉

保健部障がい福祉課・長寿社会課） 

期 日：平成 22年 11 月 13 日（土） 

会 場：とりぎん文化会館 小ホール 参加者 96人 

障がい者・ 

男女共同参画 

「見えにくい障がいを知って欲しい」 

受託者：コミュニケーション障害を知る実行委員会（構成：認知症

の人と家族の会鳥取県支部、高次脳機能障害者家族会、コ

ミュニケーションセンターふくろう、地域福祉ネット、鳥

取県福祉保健部長寿社会課・障がい福祉課、米子市） 

期 日：平成 23年 1月 9日（日） 

会 場：米子コンベンションセンター 小ホール 参加者 176 人 

障がい者 

 

 

 

 

「パパ力養成フォーラム」 

受託者：パパ力養成フォーラム実行委員会（構成：ファザーリング・

とっとり、しあわせのたね、鳥取県企画部男女共同参画セ

ンターよりん彩） 

期 日：平成 23年 2月 27 日（日） 

会 場：三朝町総合文化ホール メインホール 参加者 100 人 

男女共同参画 

「「１／４の奇跡」のかっこちゃんがやってくる！」 

受託者：かっこちゃんの愛を広げ隊 実行委員会 代表 青戸理恵

（構成：【affect project】､ｈｕｇ☆ｈｕｇ(ハグハグ)、

しあわせのたね、少年問題を考える鳥取の会、鳥取県総務

部人権局人権・同和対策課） 

期 日：平成 23年 3月 20 日（日） 

会 場：米子児童文化センター                  参加者 200 人 

病気 

【公募活動】 

①ＮＰＯ、民間活動団体、個人へのダイレクトメールを送付した。 

・ＮＰＯ・民間活動団体へちらしを配布して事業を周知した。（432 団体） 

・文化施設、ボランティアセンターへ募集ちらしの配架を依頼した。（19施設） 

②最近、人権活動を行った団体等へ直接又は電話で事業内容を説明した。 
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事  業  名 概                    要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施団体数】                            （単位：団体） 

年度 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１  Ｈ２２ 

実施団体 １３ １４ １５ １９ ３１ １８ 

 うち新規団体 １０ ７ １１ １７ ２３ １１ 

     ※平成 22 年度から委託方法を見直し 

 

イ 平成２２年度実施に当たり改善等に取り組んだ点 

①県民と行政による協働をより進めるため、実行委員会に県の担当課が加わることとし、 

計画段階から県民と行政との協働に取り組んだ。 

②男女共同参画センター（よりん彩）の県単独事業を統合し、国庫委託事業として実施す 

ることで県費の節減に努めた。 

 

ウ 成 果 

①県担当課が実行委員会に加わることで、新規にこの事業に取り組む団体でも、より円滑

に事業を行うことができた。 

②来場者アンケートでは、約８割以上の方から満足またはやや満足など、高い評価を得て 

いる。 

③半数以上の参加者が「今回の内容を、友だちや家族に伝え、話し合いたい」と回答した 

事業もあるなど、参加者以外への啓発の広がりにつながっている。 

 

エ 課 題 

①新たにこの事業に取り組む団体が増えるように、ちらしの郵送に加えて、機会を捉えて 

事業の利用が見込まれる団体に直接説明するなど積極的な働きかけを行い、応募件数の

増加を図る必要がある。 

②幅広く参加を呼びかけ、より多くの県民に啓発が行きわたるよう、事業についても県の 

持つ媒体を積極的に活用して県民にＰＲしていくことが求められている。 

③人権は県民一人ひとりが取り組むべき課題であるとともに、行政の全ての分野に関わる 

問題であることから、県民と行政との連携をいっそう進めていくことにより、人権尊重の 

社会づくりを進めることとしたい。 

人権啓発教育事業の

うち 

②企業・市町村トップ

人権セミナー 

 

決算額 

788 千円 

（財源内訳） 

国庫支出金 

739 千円 

一般財源 

49 千円 

その他 

0 千円 

 

○将来ビジョン 

Ⅴ支え合う 

(１)人権の尊重と男

女共同参画の推進 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

  企業及び市町村の幹部職員や管理監督者に新たな人権課題や視点又は一層の取り組 

みの必要性を考える機会を提供し、企業や市町村における人権尊重の取り組みが推進さ 

れることを目的とする。 

（イ）事業の実施状況 

  平成 22 年度は、日本アイ・ビー・エム（株）浅川智恵子さんによる講演と（株）東 

レ経営研究所 渥美由喜さんによる講演をもとに、一人ひとりが尊重され、自己実現で 

きる社会を実現するため、企業及び市町村が果たすべき役割について考えた。 

 

①東部会場 

 講演：「誰もが能力を発揮できる社会の実現に向けて」 

 講師：浅川 智恵子さん（日本アイ・ビー・エム（株） IBM フェロー） 

日時：平成 23年 2 月 16 日（水） 午後 2時～3時 45分 

会場：とりぎん文化会館 小ホール  

参加者：３４６人 

 

 ②西部会場 

講演：「経営戦略としてのワーク・ライフ・バランス」 

 講師：渥美由喜さん 
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事  業  名 概                    要 

（（株）東レ経営研究所 ダイバーシティ＆ワークライフバランス研究部長） 

日時：平成 23年 2 月 23 日（水） 午後 2時～3時 45分 

会場：米子コンベンションセンター 小ホール  

参加者：１９０人 

 

イ 平成 22 年度実施に当たり改善等に取り組んだ点 

①チラシの配布先に公社・事業団（58団体）を追加した。 

②従前の要約筆記・手話通訳に加え、新たに託児サービスを実施し、イベントのユニバー

サルデザインに配慮した。 

 

ウ 成 果 

 参加者から、「障がいのある方もインターネットを通じて世界が広がっていくことにつ

いてとっても勇気と可能性を感じた」「自分の今後の仕事・家庭・地域で役立てていきた

い」等の感想が聞かれ、参加者が企業の社会的責任と地域社会での役割を考えるきっかけ

となった。 

アンケート調査結果      回収率４７．０％   （単位：％） 

満足 やや満足 普通 やや不満 不満足 

５６．３ ２６．７ １５．０ ２．０  ０ 

 

エ 課 題 

①引き続き、企業及び市町村の現状を把握し、組織を管理監督する立場にある者に提供す

べき適切な内容を選定していく。 

②参加者のセミナーへの評価は高く、さらにテレビスポット、ラジオ番組、人権情報誌な

ど他の媒体によっても啓発を重ね、効果の向上に取り組んでいきたい。 

人権尊重の社会づく

り相談ネットワーク

事業 

 

決算額 

7,498 千円 

（財源内訳） 

国庫支出金 

0 千円 

一般財源 

7,476 千円 

その他 

22 千円 

 

○将来ビジョン 

Ⅴ支え合う 

（１）人権の尊重と 

男女共同参画の推進 

 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

  人権尊重の社会づくりを推進するため、人権尊重の社会づくり相談ネットワークを人 

権尊重の社会づくり条例に位置づけて、県民からの人権に関する相談に総合的に対応 

し、人権相談員からの助言や情報提供、専門相談員からの支援、関係機関との連携など 

を行い、相互の理解と自主的な取組によって解決の促進を図る。 

（イ）事業の実施状況 
・人権相談窓口設置場所等 

地域 設置場所 相談員 専門相談員 

東部 人権局 ２人 ・法律、臨床心理等の有識者 

            38 人 

・必要の都度対応 

中部 中部県民局 ２人 

西部 西部県民局 ２人 

・業務内容 

県民からの人権相談に対応し、次のとおり解決を支援 

（ⅰ）相談内容の傾聴、相談員による助言・情報提供 

（ⅱ）関係機関と緊密に連携した支援 

（ⅲ）専門相談員による専門的な識見からの助言 

 

イ 平成２２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 
 ①関係機関との連携促進 

複数の関係機関によるケース会議の開催など、関係機関の一層の連携を促進した。 
②人権相談員の資質向上 

専門的な識見に基づいた県外で開催された研修等に参加し相談員のスキル向上に努力 
した。 
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事  業  名 概                    要 

ウ 成 果 

  下記の相談事例に掲げるとおり、他機関の協力も得ながら、専門相談員の活用も含めて、人権相

談員が中立的な立場で懇切、丁寧に、かつ、機動的に各種相談の解決を促進した。 

  人権相談員は、調査、勧告、公表などの権限はないものの、現状でおおむね相談者の満足を獲得

しているものと考える。 

・相談件数 

面接 電話 封書等 計  

122 164 10 296 前年度：264件 

 

・相談内容       ※相談１件であっても相談内容により複数の分野に計上 

同和 

問題 
外国人 障がい 子ども 女性 高齢者 

公務員に

よるもの 
労働者 

10 3 101 9 15 14 83 27 

 

疾病 その他 計 

32 50 344 

 

 ・対応状況 

情報提供 

・助言 

他機関（県の 

機関）紹介 

他機関（県 

以外）紹介 

その他 

(傾聴など) 
計 

211 14 6 65 296 

 
 ・主な支援類型及び具体的成果 

支援類型 
具体例 

相談分野 対応状況 
相談内容を整理し、

資料にまとめて示

して、関係機関等へ

伝達することで解

決を促進 

労働者（退

職） 
相談内容を整理した資料をもとに、人権相談員のサポ

ートにより関係機関を通じ県労働委員会へあっせん申

請。専門相談員も支援。 
子ども（教員

の指導） 
相談内容を整理し県教委に伝達し、対応を要請。学校

側と相談者で話し合いがされ、相談者が納得。 
相談内容を第三者

として冷静に伝達

し、問題への対応を

促進 

疾病（医療サ

ービス） 
相談内容を病院側に伝達し、対応を依頼。改善が図ら

れるとともに、当事者間で冷静に話し合いがされた。 
疾病（施設内

禁煙） 
相談内容を施設管理所管部署へ伝達し、対応を要請。

施設管理所管部署が検討の結果、相談者の意向にそっ

た対応を実施。 
障がい（福祉

サービス） 
相談内容を施設側に伝達し、当事者と施設の福祉サー

ビス第三者委員による協議等がもたれ、解決を促進。 

公務員（個人

情報保護） 
相談内容を問題があったとされる公務員の属する自治

体へ伝達。自治体が事実関係を調査し、解決を促進。 
福祉施設職員等へ

対処方策を助言し

て解決を促進 

労働者（退

職） 
相談者（福祉施設管理者）に傷ついた職員への対応方

法を助言するとともに、福祉施設での人権研修の開催

を養成。 
高齢者（福祉

サービス） 
相談者に養護老人ホーム利用者の処遇方法等について

助言し、県福祉保健局へ相談内容を伝達し、相談者が

相談できる環境を整備。 
障がい（福祉

サービス） 
相談内容を施設側に伝達し、当事者での協議の場の設

定等を要請。その結果、施設の福祉サービス第三者委

員による協議等がもたれ、解決を促進。 
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事  業  名 概                    要 

問題を整理し、解

決のために必要

な情報等を提供 
 
 

障がい（将来

の生活設計） 
問題を整理し、課題ごとに支援制度、相談先等を情報

提供。これに基づき相談者が関係機関に相談し問題の

解決を促進。 
女性（離婚） 離婚手続きや検討課題、相談先等を情報提供。相談者

双方が話し合い、情報提供相談先等を活用して問題の

解決を促進。 
 

エ 課 題 

①相談ネットワークの周知 

継続的に、かつ、典型的な相談内容を示すなどより具体的でわかりやすく相談ネットワーク 
（相談窓口）の周知を図る。 

②相談後のフォロー 

助言、情報提供後の状況の把握に一層努め、関係機関との連携をより密にし、相談者に

対する更なる継続したきめ細かな支援を行う。 

③相談員のスキル向上 

市町村等で人権相談を担当する相談員を含め、絶え間ない相談スキルのレベルアップに

より、相談者支援の充実を図る。 

とっとりユニバーサ

ルデザイン推進事業 

決算額 

1,379 千円 

（財源内訳） 

国庫支出金 

1,230 千円 

一般財源 

149 千円 

その他 

0 千円 

 

○将来ビジョン 

Ⅴ支え合う 

(１) 人権の尊重と男 

女共同参画の推進 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

 一人一人が尊重され、すべての人が自己実現を可能とする社会を実現することを目的 

とする。 

  なお、県では、「鳥取県人権施策基本方針」の基本理念の一つにユニバーサルデザイ 

ン（以下「ＵＤ」という。）の推進を挙げ、ＵＤの視点に立った施策を積極的に推進し

ていくこととしている。 

［参考］ＵＤとは、障がい、年齢、性別、言語など人の差異に可能な限り無関係に、誰に

でも利用しやすいように製品、建物、環境などをデザインすること。これは、すべての

人が等しく社会の一員として尊重されるべきであるという人権尊重の考え方が原点に

ある。 

 

（イ）事業の実施状況 

福祉保健部等と連携したＵＤ啓発キャンペーンや、サービス業と連携した研修、教育

現場と連携した出前授業等を通じて県民へのＵＤ理念の普及に取り組んだ。 

① ＵＤ啓発キャンペーンの開催 

 県民の方が多く集まるイベント等に出展し、パネルの展示、リーフレットや啓発物品

の配布を行い、ＵＤ理念の普及啓発を図った。 

対象：一般県民 

内容：啓発パネルの展示（ＵＤの説明、身近にあるＵＤ、心のＵＤ、県内の取組事例 

など）、ＵＤ製品の展示・体験コーナー、啓発リーフレット及び啓発グッズの

配布 

実施場所等：下表のとおり 

 内  容 来場者 

１ よりん彩記念日フォーラム 

実施日：平成 22年 4月 29 日(木/祝) 

場 所：倉吉未来中心  

100 人 

２ 大型小売店舗による啓発 

実施日：平成 22年 6月 13 日（日） 

場 所：パープルタウン 

220 人 

３ 県民総合福祉大会 

実施日：平成 22年 9月 8日(水)  
1,400 人 
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事  業  名 概                    要 

場 所：とりぎん文化会館  

４ 食のみやこ鳥取県フェスタ 

実施日：平成 22年 9月 11 日(土)、12 日(日) 

場 所：倉吉市営ラグビー場 

400 人 

５ 人権週間フォーラム 

実施日：Ｈ22年 12 月 4日(土) 

場 所：県民ふれあい会館 

650 人 

６ 福祉フォーラム 

実施日：Ｈ23年 1月 9 日(土) 

場 所：米子コンベンションセンター 

700 人 

 

② ユニバーサルサービス研修 

 旅館、ホテルの接客業務従事者を対象として、障がいの有無、年齢等にかかわらない

あらゆる人に公平なサービスを提供する「ユニバーサルサービス」について、実際の職

場を用いるなど実践的な形で学ぶ研修会を実施した。 

期 日：平成 23年 3月 10 日(木) 

場 所：湖泉閣「養生館」 

対象者：とっとり梨の花温泉郷観光協議会の旅館・ホテルの従業員等 

主 催：とっとり梨の花温泉郷観光協議会、鳥取県 

内 容：■講演「ユニバーサルサービス（接客・接遇）の基礎知識」 

講師 紀 薫子さん（全国ユニバーサルサービス連絡協議会代表） 

小林晶子さん（  〃     理事） 

■ユニバーサルサービス実践演習 

高齢者、妊婦、車いす利用者、視覚障がい者の模擬体験を通じた実技演習 

 

③ ＵＤ出前授業 

 学校教育と連携し、学校教育現場において児童・生徒のＵＤの理解を促進するため、

ＵＤの積極的な取組を行っている企業の方を講師として派遣する出前授業を開催した。 

実施校等：下表のとおり 

 期日等 対象 人数 

1 実施校：米子市立和田小学校 

実施日：平成 22年 7月 5日(月) 
5 年生 24 名 

2 実施校：若桜町立若桜中学校 

実施日：平成 23年 7月 6日(火) 
2 年生 29 名 

3 実施校：琴浦町立以西小学校 

実施日：平成 23年 7月 16 日(金) 
3～6年生 29 名 

 

4 

実施校：鳥取市立気高中学校 

実施日：平成 22年 11 月 4日(木) 
2 年生 87 名 

5 実施校：八頭町立船岡中学校 

実施日：平成 22年 11 月 5日(金) 
1 年生 34 名 

6 実施校：岩美町立岩美南小学校 

実施日：平成 22年 11 月 29 日(月) 
6 年生 29 名 

7 実施校：米子市立伯仙小学校 

実施日：平成 22年 11 月 30 日(火) 
5 年生 84 名 

8 実施校：三朝町立西小学校 

実施日：平成 23年 1月 24 日(月) 
4 年生 49 名 
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事  業  名 概                    要 

内 容：■講義「ユニバーサルデザインを体験しよう！」 

※ＵＤ製品の使用体験等 

■講師 コクヨ中国販売株式会社 中野雄治さん 

 

④ ＵＤ出前講座 

 企業・地域・公民館においてＵＤについて県職員が説明する出前講座を実施した。 

【概 要】 

対  象：一般県民 

実施回数：18回（地域学習会 9回、ＰＴＡ5回、病院 1回、その他 3回） 

内  容：（１）講義「ユニバーサルデザインの基礎」 

（２）ＵＤ製品の展示、体験  

 

イ 平成 22 年度実施に当たり改善等に取り組んだ点 

（ア）地域、学校、企業など県主催以外のイベント、学習会などで活用してもらうため、

ＵＤについてのグッズや説明パネルの貸し出しを開始した。 

（イ）一般県民向けに行うＵＤ出前講座について、広くちらしを配布するなど積極的に周 

知を図った。 

 

ウ 成 果 

（ア）地域、学校、企業などにＵＤに係るグッズ等を貸し出すことにより、県民がＵＤグ

ッズを体験することを通じて、ＵＤの考え方や必要性の理解を広めることができた。 

（イ）ＵＤ出前講座の申込みが増加し、多くの県民に啓発することができたほか、県民の

理解度を深めることができた。 

 

エ 課 題 

（ア）県民にとって身近なサービスを提供する業界と幅広に協働し、これまで研修を実施

してきた旅館、ホテルに限らず様々な業種において「ユニバーサルサービス」を普及・

実践させること。 

（イ）県職員にＵＤの意識を植え付け、年齢、性別、環境などの異なる様々な県民のニー

ズを施策に反映させられるようにすること。 

北朝鮮による拉致 

被害者等帰国後支援

事業 

決算額 

925 千円 

（財源内訳） 

国庫支出金 

731 千円 

一般財源 

194 千円 

その他 

0 千円 

 

○将来ビジョン 

Ⅴ支え合う 

(１) 人権の尊重と男 

女共同参画の推進 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

  北朝鮮当局による日本人拉致は、国家的犯罪であると同時に人間の尊厳や基本的人権 

を侵害する重大な人権問題であり、当県出身の松本京子さんをはじめ拉致されたすべて

の方々の一刻も早い帰国の実現は、県の重要課題。 

 

（イ）事業の実施状況 

  拉致問題の早期全面解決の促進を図るため、県民の拉致問題に関する関心を高める取 

組等を行った。 

【実施状況】 

１ 県民理解の促進 

（１）「拉致問題の早期解決を願う国民のつどい」の開催 

 拉致問題の早期全面解決の実現に向けて、県民の拉致問題への関心を高めること

を目的として、講演会を開催した。 

期 日：平成 22年 10 月 17 日（日） 

場 所：米子コンベンションセンター 国際会議室 

参加者：約 200 人 
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事  業  名 概                    要 

内 容：■講演：李英和（リ・ヨンファ)氏（関西大学教授（北朝鮮社会経済論専攻）、

「救え！北朝鮮の民衆／緊急行動ネットワーク」（RENK） 代表） 

■拉致被害者御家族メッセージ（松本孟さん、増元照明さん） 

■県民から寄せられたメッセージの紹介、千羽鶴の御家族への贈呈 

 

（２）「拉致問題人権学習会」の開催 

 拉致被害者及び御家族への支援の必要性等について県民の理解を深めることを

目的とする出前学習会を学校や地域において実施。 

①米子市加茂公民館における生涯学習講座「かもめ学級」 

期 日：平成 22年 6月 17 日（木） 

場 所：米子市加茂公民館（米子市） 

参加者：地域住民 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 

②東郷小学校 PTA 教育座談会 

期 日：平成 22年 7月 26 日（月） 

場 所：東郷小学校(東伯郡湯梨浜町) 

参加者：小学校 PTA 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 

③湯梨浜町文化大学 

期 日：平成 22年 8月 25 日（水） 

場 所：湯梨浜町中央公民館(東伯郡湯梨浜町) 

参加者：湯梨浜町内の 60歳以上の方 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 

④米子市大高地区人権・同和教育推進協議会 

期 日：平成 22年 9月 7日（火） 

場 所：米子市大高公民館（米子市） 

参加者：地域住民 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴 

講演（松本孟さん） 

⑤倉吉市余戸町公民館人権学習会 

期 日：平成 22年 9月 25 日（土） 

場 所：倉吉市余戸谷町公民館(倉吉市) 

参加者：地域住民 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 

⑥建設業協会東部支部 人権問題研修会 

期 日：平成 22年 11 月 9日（火） 

場 所：とりぎん文化会館(鳥取市) 

参加者：鳥取県建設業協会東部支部の会員企業の役員、従業員 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん、妹原仁さん(調査会)） 

⑦湯梨浜町水下（みずおち）地区人権問題学習会 

期 日：平成 22年 11 月 13 日（土） 

場 所：湯梨浜町水下地区多目的集会所（東伯郡湯梨浜町） 

参加者：地域住民 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 
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事  業  名 概                    要 

⑧岩美町浦富地区人権教育推進協議会 

期 日：平成 22年 12 月 5日（日） 

場 所：岩美町中央公民館(岩美郡岩美町) 

参加者：地域住民 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 

⑨リンエイ会の人権問題研修会 

期 日：平成 22年 12 月 15 日（水） 

場 所：ホテルウェルネス ほうき路(米子市) 

参加者：リンクス社員及び協力会社の役員、従業員 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 

⑩伯耆町民生児童委員協議会の人権福祉部会全体研修会 

期 日：平成 23年 2月 25 日（金） 

場 所：農村環境改善センター(伯耆町) 

参加者：伯耆町民生児童委員 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 

⑪軽費老人ホーム福原荘「福福人生大学」 

期 日：平成 23年 3月 24 日（木） 

場 所：軽費老人ホーム福原荘（米子市 

参加者：福原荘の入居者及び地域住民 

内 容：拉致問題概要説明（県職員）、拉致問題啓発 DVD 視聴、 

講演（松本孟さん） 

 

（３）拉致問題啓発パネルの巡回展示 

 米子市の松本京子さん及び拉致の可能性が指摘されている県内の方々の失踪状

況等に関する写真パネル展を県内各地で実施（県内 20 箇所で実施） 

 

（４）その他 

 県政だよりやラジオ放送などを活用した県民理解の促進に取り組んだ。 

 

２ 国への要望活動 

 知事をはじめとして、重ねて国に対して早期全面解決に向けた政府一体となった取組

を要望した。 

 

（参考）拉致被害者の帰国後支援体制について 

 帰国後支援体制の構築については、平成 20 年度において一定の整理を行ったところ

であり、今後は拉致問題の進展状況に応じて適宜開催する。 

 

イ 平成２２年度実施に当たり改善等に取り組んだ点 

 従来開催している「県民のつどい」について、平成 22 年度は国との共催により幅広く

「国民のつどい」として開催した。 

 

ウ 成 果 

 従来から様々な啓発活動に取り組んだ成果として、県以外でも多くの実施主体による拉

致問題の啓発が自主的に取り組まれることとなった。 

【実施状況】 

年度 実施数 

20  6 
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事  業  名 概                    要 

21 12 

22 14 

※県の予算事業「拉致問題人権学習会」を活用したものも含む 

 

エ 課 題 

 平成 20年 6月の日朝実務者協議で合意された、北朝鮮による拉致被害者の再調査が未

だ着手されず、解決の道筋は不透明な状態。北朝鮮は日本の世論を注視しているので、拉

致問題の解決を促進するために、一刻も早い解決を願う県民意識の更なる広がりと高まり

が必要である。 

  また、県出身者の帰国に備え、平穏な生活の再建を支援する体制を整えておく必要があ

る。 

人権尊重の社会づく

り協議会費 

 

決算額 

426 千円 

（財源内訳） 

一般財源 

426 千円 

 

○将来ビジョンⅤ支

え合う 

(１)人権の尊重と男

女共同参画の推進 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   「鳥取県人権尊重の社会づくり条例」（以下「条例」という。）に基づき設置している「人権

尊重の社会づくり協議会」（以下「協議会」という。）を開催し、県の人権施策に県民の幅広い

意見を反映させる。 

（イ）事業の実施状況 

    主に平成21年度から22年度にかけては、条例に基づき策定している人権施策の総合的な推進を

図るための「人権施策基本方針」（以下「基本方針」という。）について、社会情勢や県民の意

識の変化を踏まえたものとするため、協議会での審議を経て、第２次改訂を行った。 

 

【基本方針の第２次改訂について】 

１ 改訂時期 平成22年11月 

２ 改訂のポイント 

(１)基本理念の明確化 

 第１次改訂に掲げた基本理念を継承しつつ、内容の誤解が生じないよう明確化を行った。 

改訂前 改訂後 

自己実現を追求 

できる社会の構築 

一人ひとりが自己決定権に基づいて個性と能力を発揮（自己実

現）する公平な機会が保障された社会の構築 

差別実態の解消 人権侵害、差別をもたらす社会的要因の解消と一人ひとりの人

権尊重意識の高揚 

ユニバーサル 

デザインの推進 

すべての人の尊厳と社会参加が保障され、等しく社会の一員と

して尊重される社会の基礎的な条件の整備の推進（ユニバーサ

ルデザインの推進） 

(２)新たに認識の高まった人権分野への対応 

      インターネット、生活困難者、犯罪被害者、刑を終えて出所した人、性的マイノリティの

各分野について、新たに項立てして方針を明示 

【背景】携帯電話・インターネットの普及、非正規雇用者をはじめとする生活困難者の増加、 

犯罪被害者への社会的支援に対する必要性の認識の高まりなど、社会情勢、各種制度、

県民意識等の変化への対応とこれまでの取組みの反映 

(３)各種の相談による支援の充実 

      基本的施策の一つとして位置付け、各人権分野における推進方針においても明示 

【背景】人権尊重の社会づくり相談ネットワークの創設 

(４)県民との協働と国、市町村等との連携 

      基本的施策の一つとして、また各人権分野で明示 

３ 今後の取組 

        基本方針に基づき人権尊重の視点に立った行政が実施されているか、各人権分野での取組

状況を毎年度確認し、また必要に応じて鳥取県人権意識調査などの実態調査を行う。 
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事  業  名 概                    要 

４ 経過 

平成20～21年 協議会委員で構成された9つの小委員会で審議し、改訂素案を作成 

平成22年 3月 協議会の全体会で改訂素案について協議 

         5月 改訂素案について常任委員会報告 

        6～7月   改訂案に対するパブリックコメントの実施 

           9月  パブリックコメントの結果について常任委員会報告、公表 

          11月    改訂、公表 

 

イ 平成２２年度実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  前回の改訂作業と違い、各人権分野ごとの素案作成を行う全ての小委員会を人権局が主催するな

ど、人権局が基本方針策定に向けてより司令塔的役割を果たした。 

 

ウ 成 果 

  審議の円滑化が図られるとともに、基本方針全体に関して統一感を持った記述がなされた。 

 

エ 課 題 

  基本方針に基づき人権尊重の視点に立った行政が実施されているか、各人権分野での取組状況を 

把握するなど、人権施策を総合的に推進する必要がある。 

人権意識調査事業 

 

決算額 

     1,047 千円 

  （財源内訳） 

  一般財源 

     1,047 千円 

 

○ 将来ビジョン 

Ｖ支え合う 

(１)人権の尊重と男 

女共同参画の推進 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   人権に対する県民意識の変化、新たに認識の高まった人権問題についての県民意識を

把握し、人権施策基本方針の改訂や人権問題についての教育・啓発活動など今後の人権

施策推進の基礎資料とする。 

（イ）事業の実施状況 

  ・対  象：20歳以上の県内に暮らす者 2,994 名のうち 1,535 名から回答 

  ・抽出方法：住民基本台帳及び外国人登録原票から無作為に抽出 

  ・調査方法：無記名のアンケート票を郵送により送付して実施 

  ・調査時期：平成 23年２～３月（回答期限３月 18 日） 

【参考１】調査の流れ 

 〔平成２２年度（既実施）〕 

  ・調査内容（調査項目、調査票）の検討 

  ・調査対象者の抽出（各市町村の住民基本台帳閲覧によって抽出） 

・調査票の印刷→発送→回収 

 〔平成２３年度中〕  

  ・調査結果の集計項目（クロス集計含む）の検討 

  ・調査結果の集計（業者へ委託） 

  ・調査結果の分析 

・調査報告書を作成 

  ・調査結果の活用方法の検討 

【参考２】 

  ・第１回目：平成９年８月（報告書：平成１０年３月） 

  ・第２回目：平成１７年２月（報告書：平成１７年１２月） 

  ・第３回目：平成２３年２月（報告書：平成２３年中）…現在進行中 

 

 

イ 平成２２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  ①県内在住外国人も調査対象に加えた。 

  ②新たに認識の高まった人権問題に係る設問を追加するなど調査項目を見直した。 

  ③従来別々に実施していた「同和問題県民意識調査」を統合した。 
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事  業  名 概                    要 

ウ 成果 

①外国人も調査対象に加えることによって、より幅広い県民の意識を反映する調査と 

位置づけることができた。 

  ②人権施策基本方針の改訂や人権問題についての教育・啓発活動など、今後の人権施策

推進の基礎資料とするにふさわしいものとなった。 

  ③従来別々に実施していた「同和問題県民意識調査」を統合することにより、事務の効

率化を図った。 

エ 課題 

 今後、回答のあった調査票（1,535 部）を集計・分析し、速やかに調査結果を公表する。 

同和問題啓発推進事

業 

 

 決算額 

        1,714千円 

（財源内訳） 

  国庫支出金 

1,120千円 

  一般財源 

594千円 

 

 

○ 将来ビジョン 

Ｖ支え合う 

(１)人権の尊重と男 

女共同参画の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   同和問題の早期解決を図るため、同和問題に対する県民の理解と認識を深めることを

目的として、広報その他の啓発事業を実施した。 

（イ）事業の実施状況 

（１）同和問題講演会等の開催 

  ①同和問題講演会「猿まわし芸人とプロデューサー～私たち夫婦にできること～」 

   講師：栗原美和子さん（テレビドラマプロデューサー） 

・開 催 日 平成２２年７月１８日（日） 

・場  所 米子コンベンションセンター（米子市） 

・参加人数 ２４０人 

・共  催 米子市、境港市、西部地区同和対策協議会、鳥取県同和対策協議会 

   ②同和問題講演会「デジタル時代の人権～インターネットの差別と闘う～」 

    講師：北口学さん（大阪芸術大学教員、人権ジャーナリストの会事務局長） 

・開 催 日 平成２２年１０月２９日（金） 

・場  所 ハワイアロハホール（湯梨浜町） 

・参加人数 ２９０人 

・共  催 鳥取県同和対策協議会、倉吉市同和対策推進協議会、東伯郡同和対策協議

会 

   ③同和問題講演会 「特別措置法終結後の同和問題の現状と展望 

～今日の部落差別の実態から学ぶ～」 

    講師：住田一郎さん（関西大学人権問題研究室委嘱研究員、非常勤講師） 

・開 催 日 平成２３年３月１６日（水） 

・場  所 とりぎん文化会館小ホール（鳥取市） 

・参加人数 １８０人 

・共  催 鳥取県同和対策協議会    

（２）部落解放月間（7/10～8/9）の啓発 

   ①県民の同和問題に対する理解と認識を深めるため、部落解放月間ポスター、リーフレット 

を作成し、市町村・学校・企業等に配布した。 

    〔作成部数〕 

     ポスター     １，９００部 

     リーフレット  １６，５００部 

 

  ②部落解放月間の開始に先立って、市町村や関係団体等と連携して大規模ショッピングセンター 

等で啓発グッズを配布し、街頭キャンペーンを実施した。 

 〔実施日時等〕 

日 時  平成２２年７月１０日（土）１１：３０～１２：３０ 

場 所  ジャスコ鳥取北店、パープルタウン、ジャスコ日吉津店 
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事  業  名 概                    要 

  

（３）身元調査お断り運動 

 毎年９月を身元調査お断り運動推進強調月間として定め、運動の推進のため県庁前電光掲示板 

に掲載した。 

 

イ 平成22年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

 ①部落解放月間の街頭啓発では、広く県民へアピールするため、人権文化センターのマスコットキ

ャラクター「ふらっチョー」をＰＲに活用した。 

 ②喫緊の人権課題であるインターネット上の人権侵害の問題について、重点的に啓発を進

めるため、２１年度に実施できなかった中部で開催することにより全県を網羅した。 

 

ウ 成 果 

・部落問題の当事者として実体験から発せられるメッセージに、「人権問題を改めて理解

できた」「すばらしい講演、感動した」等の高評価を得た。 

 ・新たな人権問題として県民の関心も高いインターネット上の人権侵害や特措法の成果と今後の課 

題等について取り上げることにより、県民の認識を深め、県民自らが人権問題や部落問題にどう

向き合い、どう役割を果たすべきかを考えさせる契機となった。 

 

＜参考＞講演会のアンケート結果 

【感想】                                          （単位：％） 

講 演 会 

（講師名） 

良かった 概ね良かった あまりよくなか

った 

よくなかった 

栗原美和子さん（西部） ７８ １ ０ ０ 

北口学さん （中部） ３３ ５１ ９ ２ 

住田一郎さん（東部） ４１ ５３ ３ ０ 

  （注） その他意見、無回答があるため、合計は１００％にならない。 

 

エ 課 題 

  講演会については、開催地市町、各地区同和対策協議会等との共催などにより広報に努め、引き

続き啓発の推進に努める。 

また、幅広い層からの参加が得られるよう、各種媒体を通じて周知を図る。 

 

専 修 学 校 等 奨 学

資 金 事 業  

 

決算額 

        506千円 

（財源内訳） 

  国庫支出金 

0千円 

  一般財源 

506千円 

 

 

○ 将来ビジョン 

Ｖ支え合う 

(１)人権の尊重と男 

女共同参画の推進 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

    同和関係者の子等が専門知識、技術を身につけることで就業機会の拡大を図るた

め、専修学校等に進学後経済的理由により就学が困難な者に対して奨学資金を貸し付

けるものである。 

（イ）事業の実施状況 

貸付業務は平成２１年度で終了となっており、平成２２年度以降は、貸付金の返還

業務及び未納者への督促業務を行った。 

 

・平成２２年度奨学資金返還状況 

                                        （単位：円、％） 

区 分 現年度分 過年度分 計 

調定額 17,327,821 18,998,875 36,326,696 

返還額 12,833,202 1,022,270 13,855,472 

不納欠損額 ― ― ― 

未納額 4,494,619 17,976,605 22,471,224 
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事  業  名 概                    要 

納付率 74.1 5.4 38.1 

イ 平成２２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  長期間納付実績のない滞納者について、臨戸訪問による納付交渉を心がけた。 

 

ウ 成 果 

臨戸訪問による納付交渉の結果、4年間納付の無かった滞納者から分割納付の約束をとり、納付が

行われた。 

 

エ 課 題 

引き続き文書などによる督促のほか、電話督促、臨戸訪問などにより、滞納者の実情を調査し、

経済状態を把握しつつ返済を促していく必要がある。 

重大な滞納者に対しては、債権回収会社への委託や支払督促等の法的な手段を財源確保推進課と

協力し、引き続き検討を進める。特に県外在住者に対する債権回収会社の活用については、職員に

よる臨戸訪問の実施に限界があることから、優先的な活用を検討することが必要である。 
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８ 事業別実施状況調べ 

（単位：円） 

 
事 業 名 予 算 額 支出済額 

翌年度 

繰越額 
差引残額 事業の計画と実績・成果 

 (社会福祉総務費) 

職員人件費 

 

91,855,000 

 

90,749,376 

 

0 

 

1,105,624 

 

 鳥取県人権文化セ

ンター補助事業 

29,494,000 29,314,349 0 179,651 負担金 13,088,736 円 

（会費：県 2/3、市町村 1/3） 

補助金 16,225,613 円 

（うち派遣職員 3名分・臨時職員 1

名分の人件費 15,465,844 円） 

（うち土日相談員 1 名分の人件費

759,769 円） 

 人権啓発教育事業 34,104,000 27,064,005 0 7,039,995 【人権啓発広報事業】 

 様々な広報媒体を活用して、様々

な人権に関わるトピックや施策等

の情報を発信した。 

○人権啓発テレビスポット制作・放

映(「みんなにやさしい ユニバー

サル社会」) 

 放映：平成 23年 3月 1日～31日

（31 日間）、30 秒スポット日本

海テレビなど民放 3局で放映 

○人権啓発ラッピングバスの運行 

東・中・西各 1台(計 3台)運行 

平成 22年 4 月 1日 

～平成 23年 3月 31 日 

○とっとり人権情報誌「ふらっと」

作成 

第 13 号  7 月発行（10,000 部） 

第 14 号 11 月発行（10,500 部） 

県内企業、NPO・市民団体等に配

布 

○人権・同和問題啓発ラジオ 

 放送日：平成 22年 4 月～平成 23

年 3月、毎月第 2・4金

曜日 午後 2時から約 7

分間 

放送局：株式会社エフエム山陰 

  番組名：GET UP WEEKEND 

（ｹﾞｯﾄｱｯﾌﾟｳｨｰｸｴﾝﾄﾞ） 

      【人権協働ネットワーク事業】 

→「６ 主な事業に関する調べ」に

記載 

      【楽しく身につけよう人権感覚 

事業】 

 鳥取地方法務局、鳥取県人権擁護

委員連合会、（社）鳥取県人権文化

センター、（社福）鳥取県社会福祉
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８ 事業別実施状況調べ 

（単位：円） 

 
事 業 名 予 算 額 支出済額 

翌年度 

繰越額 
差引残額 事業の計画と実績・成果 

協議会及び鳥取市と共催で実施す

る「人権週間フォーラム」の中で、

映画上映会等を開催。 

○人権週間フォーラム 

期 日：平成 22 年 12 月 4日（土） 

会 場：県民ふれあい会館ホール

他 

参加者：延べ 980 人 

（県実施事業） 

・はあとふるムービー上映会「カー

ルじいさんの空飛ぶ家」上映 

・パントマイム＆トークショー「心

を持ちたいロボット」（講師：ロ

ボットのぞみさん） 

（共催事業） 

・人権コンサート「絆を育てよう！

“心と躰にやさしい歌薬を”」

（歌手：沢田知可子さん） 

・人権作文表彰式・朗読会 

・人権啓発パネル展示 

・特設人権相談 

      【人権問題研修推進事業】 

 職員に対する人権研修を推進し、

企業や市町村のトップに対する人

権研修を実施した。 

○各部局・所属研修 

実施率 100％ 

○企業・市町村トップ人権セミナー 

→「６ 主な事業に関する調べ」

に記載 

      【市町村・人権関係団体等支援 

事業費】 

○人権啓発活動地方委託事業（国庫

委託） 

委託先 鳥取市など 17市町 

○県民自ら行う人権学習支援補助

金 

「アダム・ベンジャミン ダンス・

ワークショップ dance,space,time」

外 9事業 

 （主） 

とっとり 

ユニバーサルデザイン

推進事業費 

 

2,210,000 1,378,361 0 831,639 →「６ 主な事業に関する調べ」に

記載 
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８ 事業別実施状況調べ 

（単位：円） 

 
事 業 名 予 算 額 支出済額 

翌年度 

繰越額 
差引残額 事業の計画と実績・成果 

 人権尊重の社会づ

くり協議会費 

1,174,000 426,066 0 747,934 →「６ 主な事業に関する調べ」に

記載 

 （主） 

人権尊重社会づく

り相談ネットワー

ク事業 

11,011,000 7,497,716 0 3,513,284 →「６ 主な事業に関する調べ」に

記載 

 鳥取県立人権ひろ

ば21管理運営事業 

 

10,775,000 10,775,000 0 0  県民の人権学習の場として自由

に交流し、人権に関する情報を発

信・提供する拠点である「鳥取県立

人権ひろば２１」の管理・運営業務

を指定管理者に委託 

 

【指定管理者】 

（社）鳥取県人権文化センター 

【管理期間】 

平成 21年 4 月 1日 

～平成 26年 3月 31 日 

【主な委託業務内容】 

・施設の維持管理 

・人権ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰの運営(図書･ﾋﾞﾃﾞ

ｵの貸出） 

・交流ｽﾍﾟｰｽ利活用事業 

（ﾊﾟﾈﾙ･刊行物展示、ﾐﾆ学習会

等の小ｲﾍﾞﾝﾄの開催） 

【利用実績】 

・来館者数 3,577 人 

・図書等貸出 1,342 件 

・小イベント 11 回 

（学習会 2回、パネル展示 9回） 

 （主） 

北朝鮮による拉致被害

者等帰国後支援事業 

1,920,000 925,041 0 994,959 →「６ 主な事業に関する調べ」に

記載 

 県立人権ひろば21基金

造成補助事業 

 

 

593,000 593,000 0 0 鳥取県立人権ひろば２１の指定管

理者が定款に定める公益事業や施

設管理の管理運営に充当するため

に設置した基金の造成に補助 

 （主） 

人権意識調査事業 

1,668,000 1,047,427 0 620,573 →「６ 主な事業に関する調べ」に

記載 

 （主） 

同和問題啓発推進事業 

2,775,000 1,713,247 0 1,061,753 →「６ 主な事業に関する調べ」に

記載 

 （主） 

専修学校等奨学資

金事業費 

521,000 505,699 0 15,301 →「６ 主な事業に関する調べ」に

記載 

19



 

 

 

 

地方改善事業費（

指導監督等) 

4,725,000 3,090,256 0 1,634,744  市町村が実施する隣保館の運営

指導及び地方改善施設整備事業の

指導監督等に要した経費。 

 地方改善事業費（

隣保館等施設整備

費補助金） 

32,982,000 30,744,000 0 2,238,000  鳥取市西人権福祉センターの増

築、大規模修繕、米子市の下福万隣

保館の大規模修繕に要する経費に

ついて助成した。 

 地方改善事業費（

隣保館運営費等補

助金） 

 

275,334,000 274,907,000 0 427,000 市町村が設置する隣保館等の管理 

運営に要する経費について助成し

た。 

 <隣保館等の事業取組状況> 

事  業  名 H22 H21 

隣保館運営費（基本事業） ３６ ３６ 

特別 

 

事業 

デイサービス事業 １７ １５ 

地域交流促進事業 ２７ ２７ 

継続的相談事業 ４ ７ 

広域隣保館事業(隣保館に準ずる施

設) 

２ ２ 

  ※数字は取組み件数 

 同和対策事業 

振興費 

7,203,000 6,032,965 0 1,170,035 同和問題の解決を図るため、関係諸

団体に対する助成や差別事象検討

会等を実施した。 

 ＜諸団体等への補助金等：事業費を除く＞ 

団 体 名 補助金名等 補助金額（円） 

鳥取県隣保館連絡協議会 鳥取県隣保館連絡協議会補助金 600,000 

鳥取県同和対策協議会 鳥取県同和対策協議会補助金 122,180 

部落解放同盟鳥取連合会 部落解放同盟鳥取県連合会補助金 2,756,000 

(社)鳥取県人権文化センター 調査研究事業補助金 608,000 

計 4,086,180 
 

 (社会福祉総務費) 

目 計 

508,344,000 

 

486,763,508 0 21,580,492  

 （諸費） 

償還金利子及び割

引料 

 

1,112,000 

 

1,112,000 

 

0 

 

0 

平成21年度隣保館運営費補助金及

び地方改善施設整備費補助金の額

の確定に伴う国庫補助金の返還 

 目 計 1,112,000 1,112,000 0 0  

 合 計 509,456,000 487,875,508 0 21,580,492  

９ 予備費の充用調べ    該当なし 

 

１０ 繰越関係調べ     該当なし 

 

１１ 収入証紙取扱額調べ  該当なし 
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,2
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本
庁

執
行

分
計

（
目

）
 

18
,9

98
,8

75
1,

02
2,

27
0

0
17

,9
76

,6
05

 
9,

42
5,

66
5

4,
37

5,
75

8
4,

17
5,

18
2 

17
,3

27
,8

21
12

,8
33

,2
02

4,
49

4,
61

9
22

,4
71

,2
24

 
 
 

出
納

機
関

執
行

分
計
(
目
)
 

 
 

 
 

目
 

計
 

18
,9

98
,8

75
1,

02
2,

27
0

0
17

,9
76

,6
05

 
9,

42
5,

66
5

4,
37

5,
75

8
4,

17
5,

18
2 

17
,3

27
,8

21
12

,8
33

,2
02

4,
49

4,
61

9
22

,4
71

,2
24

 
 
 

合
 

計
 

18
,9

98
,8

75
1,

02
2,

27
0

0
17

,9
76

,6
05

 
9,

42
5,

66
5

4,
37

5,
75

8
4,

17
5,

18
2 

17
,3

27
,8

21
12

,8
33

,2
02

4,
49

4,
61

9
22

,4
71

,2
24
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１

４
 

未
収

金
回

収
促

進
の

た
め

の
取

り
組

み
状

況
調

べ
  
  
 

収
 

入
 

科
 

目
 

債
権

管
理

 
 

 
 

 

事
務

取
扱

 
 

 
 

 

要
領

の
作

 
 

 
 

 

成
の

有
無

 
 

 
 

 

 

取
り

組
み

状
況

 

  

 

取
り

組
み

効
果

 

  

目
 

節
 

細
節

 

専
修

学
校

等
奨

学
資

金
貸

付
金

元
利

収
入

 

  

専
修

学
校

等
奨

学
金

貸
付

金
元

利
収

入
 

 

      

有
り

 

平
成

１
６

年

５
月

２
７

日

制
定

 

 

・
新

た
に

返
還

を
開

始
し

た

者
に

対
す

る
督

促
を

徹
底

 

・
８

月
、
１

０
月

及
び

２
月

に
、
重

滞
納

者
や

連
絡

の
つ

か
な

い
滞

納
者

に
対

す
る

臨
戸

訪
問

を
実

施
 

 
対

象
者

１
０

名
 

  

○
奨

学
資

金
返

還
金

回
収

率
 

・
現

年
度

調
定

分
の

各
決

算
時

点

の
回

収
率

 

 
1
7
年

度
 

7
4
.
8
%
 

 
1
8
年

度
 

8
1
.
9
%
 

 
1
9
年

度
 

7
5
.
1
%
 

 
2
0
年

度
 

7
3
.
4
%
 

 
2
1
年

度
 

7
7
.
9
%
 

 
2
2
年

度
 

7
4
.
6
%
 

 ・
過

年
度

調
定

分
に

係
る

納
付

率
 

 
1
9
年

度
 

7
.
5
6
%
 

 
2
0
年

度
 

1
0
.
6
5
%
 

 
2
1
年

度
 

9
.
7
7
%
 

 
2
2
年

度
 

5
.
3
8
%
 

 １
５

 
税

外
収

入
不

納
欠

損
額

調
べ

 
 

該
当

な
し
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 １
６

 
債

務
負

担
行

為
の

状
況

調
べ

 

 

事
業
名

 
種
別

 
設
定
状
況

 
当
該
事
業
の

契
約
額
等

 

執
行

（
支

出
）

状
況

 
備
考

 
議
 
決

 
期
 
間

 
限

度
額

 
設
定
年
度
の
 

執
行
額
 
Ａ

 

債
務

負
担

行
為

の
期

間
 

合
 
計

 
 

Ａ
＋
Ｂ

 
21
年
度
ま
で
の
 

執
行
額

 
22
度
執
行
額

 
23
度
以
降
の

 
執
行
予
定
額

 
計

 
Ｂ

 
鳥

取
県

立
人

権
ひ

ろ
ば

２
１

管
理

運

営
費

委
託

料
 

委
託

料
 

平
成

20
年

2月
 

  

平
成

21
年

度

か
ら

平
成

25
年

度
ま

で
 

円
 

53
,8

75
,0

00
 

円
 

53
,8

75
,0

00
 

円
 0 

  
  

円
 

10
,7

75
,0

00
 

円
 

10
,7

75
00

0 

円
 

32
,3

25
,0

00
 

円
 

53
,8

75
,0

00
 

円
 

53
,8

75
,0

00
  

合
 

 
 

 
 

計
 

53
,8

75
,0

00
 

53
,8

75
,0

00
 

0 
10

,7
75

,0
0 

10
,7

75
,0

00
 

32
,3

25
,0

00
 

53
,8

75
,0

00
 

53
,8

75
,0

00
 

 
 １

７
 

負
担

金
、

補
助

金
、

交
付

金
及

び
委

託
料

支
出

状
況

調
べ

 

（
１

）
負

担
金

 

 
（

単
位

：
円

）
 

予
算
科
目

 
（
目
）

 
予
算
額

 
区
分

 
負
担
金
の
名
称

 
支
 
出
 
先

 
負
担
率

 
支
出
年
月
日
 

支
 出

 金
 額

 
支
出
の
根
拠
法
令
名
等
 

（
規
約
、
要
領
等
を
含
む
）

 
備
 
 
 
考

 
 

社
会

福
祉

総
務

費
 

1
3
,0

8
8
,7

3
6
 

単
県

 
(
社

)
鳥

取
県

人
権

文

化
セ

ン
タ

ー
負

担
金

 

(社
)鳥

取
県

人

権
文

化
セ

ン
タ

ー
 

県
 

 
2
/
3
 

市
町

村
 

 
1
/
3
 

2
2
.6

.3
外

 

 

1
3
,0

8
8
,7

3
6
 (
社

)鳥
取

県
人

権
文

化

セ
ン

タ
ー

定
款

 
 

5
6
2
,
0
0
0
 単

県
 

第
4
7
回

全
国

隣
保

館

職
員

研
修

会
負

担
金

 全
隣

協
研

修

実
行

委
員

会
 

 定
額

 

H
2
2
.
8
.
2
0
 

5
6
2
,
0
0
0
  全

隣
協

研
修

実
行

委
員

会
通

知
 

 

支
出
額
が
10
万
円

 
未
満
の
も
の

 
 

 
 

 
 

 
  

 

本
庁
執
行
分
計

 
 

 
 

 
 

 
1
3
,6

5
0
,7

3
6
 

 
 

出
納
機
関
執
行
分
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

目
 
計

 
1
3
,6

5
0
,7

3
6
 

 
 

 
 

 
1
3
,6

5
0
,7

3
6
 

 
 

合
 
計

 
1
3
,6

5
0
,7

3
6
 

 
 

 
 

 
1
3
,6

5
0
,7

3
6
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（２）補助金 

予算科目（社会福祉総務費） 
① 国 補 分   

                                                                                             （単位：円） 

補 助 金 等 

の 名  称 

 

交 付 先 

 

 

 

 

間 

接 

補助対象経費 

実施計画承認 

又は内示年月日 

着 手 

年月日 

額の確定 

年月日 

支 出 の 状 況 

 
 

備考 

 

 

 

 

交 付 申 請 

年  月   日 

完 了 

年月日 

検   査 

年 月 日 
概算払、 

精算払 

の別 

 

支  出 

年月日 
金    額 

事 業 の 内 容 
補 助 率 及 び       

補 助 金 額      
交 付 決 定 

年  月   日 

実績報告    

年月日   

審査・ 

現地調査 

年月日 

隣保館運営費等

補助金 

 

鳥取市 

外15市町 

 

 

 

 

 

402,147,766 
－ 

 

22.4.1 
－ 

概算払 

概算払 

概算払 

概算払 

概算払 

22.11.19 

22.12.17 

23. 1.21 

23. 2.18 

23. 3.25 

192,526,000 

22,918,000 

19,864,000 

19,864,000 

19,735,000 

 

 

 

 
（22.6.18外） 

23.2.4外 

 

23.3.31 
－ 隣保館等の運営

及び活動実施 

(補助率： 

国1/2,県1/4) 

 

274,907,000 
(22.10.15) 

23.3.17 
23.4.1外 23.4.8 

隣保館施設整備 

費補助金 

 

鳥取市 

外１市 

 

 

 

 

 

54,487,650 
22.7.15 

22.9.7 

外 
－ 

概算払 23. 3.28 30,744,000 

 

 

 

 

 

 

 22.7.21外 23.2.25外 － 
隣保館の増築、

、大規模修繕 

 

(補助率： 

国1/2,県1/4) 

 

30,744,000 

23.1.31 23.3.10外 23.3.22 

本庁執行分計                    305,651,000  

出納機関執行分計                       

国  補  分  計              305,651,000  

表の補足説明       

 

１  「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。 

２  翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記載する場合の（  ）書きは補助金相当額である。 

 

② 単 県 分 （単位：円） 

補 助 金 等 

の 名 称 

(補助金の創設年度) 交 付 先 

間 

接 
補助対象経費 

実施計画承認 

又は内示年月日 

着 手 

年 月 日 

額 の 確 定 

年 月 日 
支 出 の 状 況 備 考 

交 付 申 請 

年 月 日 

完 了 

年 月 日 

検 査 

年 月 日 
概 算

払 、 

精算払 

の 別 

 
支 出 
年月日 

 

金  額 
 

事 業 の 内 容 
補助率及び 

補助金額 
交 付 決 定 

年 月 日 

実 績 報 告 

年 月 日 

審査・現地 

調査年月日 

県民自ら行う人

権学習支援補

助金 

(平成12年度) 

アダム・ベン

ジャミンダン

スワークショ

ップ実行委

員会 

 外9件 

 4,108,754  － 22.5.28外 精算 22.8.20外 1,447,000  

22.4.7外 － - 

市民活動団体

等が行う人権学

習の経費の一

部を補助 

(補助率:1/2) 

1,447,000 22.4.14外 22.5.10外 - 
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補 助 金 等 

の 名 称 

(補助金の創設年度) 交 付 先 

間 

接 
補助対象経費 

実施計画承認 

又は内示年月日 

着 手 

年 月 日 

額 の 確 定 

年 月 日 
支 出 の 状 況 備 考 

交 付 申 請 

年 月 日 

完 了 

年 月 日 

検 査 

年 月 日 
概 算

払 、 

精算払 

の 別 

 
支 出 
年月日 

 

金  額 
 

事 業 の 内 容 
補助率及び 

補助金額 
交 付 決 定 

年 月 日 

実 績 報 告 

年 月 日 

審査・現地 

調査年月日 

(社)鳥取県人権

文化センター人

件費補助金 

(平成14年度) 

(社)鳥取県人

権文化セン

ター 

 16,225,613 

 

- 22.4.1 22.4.27 概算 22.4.16 

22.7.1 

22.10.28 

23.1.25 

23.5.12 

7,873,397 

5,270,692 

3,036,377 

83,237 

△38,090 

 

(22.4.6) 

22.12.20 

 

23.3.31 － 

(補助率:10/10) 

16,225,613 (22.4.13) 

22.12.24 派遣職員等の

人件費の補助 23.4.14 22.4.19 

鳥取県人権擁

護委員連合会

補助金 

(平成17年度) 

鳥取県人権

擁護委員連

合会 

 

 120,000  － 23.4.7 概算 22.11.2 

 

120,000  

22.6.29 － - 

鳥取県人権擁

護委員連合会

が行う人権啓発

活動の経費の

一部を補助 

(補助率:定額) 

120,000 22.7.5 23.4.5 23.4.6 

 

県立人権ひろ

ば21基金造成

事業補助金 

(平成21年度) 

(社)鳥取県人

権文化セン

ター 

 593,000 22..11.4 23..1..12 23.1.28 概算 22.12.20 593,000  

22.11.12 23.1.12 － 

鳥取県立人権

ひろば21の指

定管理者が定

款に定める公

益事業や施設

管理の管理運

営のための基

金の造成に補

助 

(補助率:定額) 

593,00 22.11.30 23.1.12 審査 

23.1.28 

現地 

 

鳥取県隣保

館連絡協議

会補助金 

（昭和５８年

度） 

鳥取県隣

保館連絡

協議会 

 

 

 

 

 

 

1,337,259 

 

  23.4.13 概算 

 

22.6.8 

 

600,000 

 

 

22.5.26  

 

 

 

隣保館等が

実施する事

業のうち調

査研究事業

及び職員の

研修等の実

施 

(補助率：1/2) 

600,000 22.6.1 

 

23.3.25 23.3.28 
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補 助 金 等 

の 名 称 

(補助金の創設年

度 ) 交 付 先 

間 

接 
補助対象経費 

実施計画承認 

又は内示年月日 

着 手 

年 月 日 

額 の 確 定 

年 月 日 
支 出 の 状 況 備 考 

交 付 申 請 

年 月 日 

完 了 

年 月 日 

検 査 

年 月 日 
概 算

払 、 

精算払 

の 別 

 
支 出 
年月日 

 

金  額 
 

事業の内容 
補助率及び 

補助金額 
交 付 決 定 

年 月 日 

実 績 報 告 

年 月 日 

審査・現地 

調査年月日 

鳥取県同和

対策協議会

補助金 

（昭和５７

年度） 

鳥 取 県 同

和 対 策 協

議会 

 

一

部 

122,180 

  

  23.4.13 概算 

 

 

精算 

22.6.23 

 

 

23.4.18 

126,000 

 

 

△3,820 

 

 

22.6.15  

 

 

 (補助率：定額) 

122,180 
22.6.17 23.3.25 23.4.1 

同和問題の

啓発活動等 

部落解放同

盟鳥取県連

合会補助金 

（昭和５７

年度） 

部 落 解 放

同 盟 鳥 取

県連合会 

 

 

 

5,663,889 

 

 

  23.5.26 概算 

概算 

 

精算 

22.9.2 

23.1.11 

 

23.2.16 

2,000,000 

2,000,000 

 

△1,244,000 

 

 

(22.7.30) 

 

23.1.25 

 

 

 

 

(補助率：1/2一部1

/3) 

 

(22.8.12) 

23.2.10 

 

23.4.11 

 

23.4.26 
同和問題の

啓発活動等 

社団法人鳥

取県人権文

化センター

調査研究事

業（同和問

題）補助金 

（平成７年

度） 

社 団 法 人

鳥 取 県 人

権 文 化 セ

ンター 

 

 

1,216,918 

 

 

- - 23.3.28 概算 

 

精算 

22.7.12 

 

23.4.6 

618,000 

 

△10,000 

 

 

 (補助率：定額) 

 

608,000 
22.6.28 

 

- 

 

 

 

 

- 

 

 

 

 
同和問題調

査研究活動

等に対する

助成 

22.7.5 

 

23.3.17 

 

23.3.17 

 

本庁執行分計        22,471,793  

出納機関執行分        0  

単県分計        22,471,793  

表の補足説明 

 

１  「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。 
２  翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記載する場合の（  ）書きは補助金相当額である。 

 

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）  該当なし 

 

（３）交付金  該当なし 
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（
４

）
委

 
託

 
料

 

 
（

単
位

：
円

）
 
 

予
 算

 科
 目

 
（
目
）

 
国
補

 
単
県

 
の
別

  委
託
料
の
名
称

 
 委

託
契
約
の

 
 相

手
方

 

当
 

 
初

 
 

契
 

 
約

 
入
札
等

 
年
月
日

 
(契

約
保
証
金
納

付
等
年
月
日
) 

完
 
 
了

 
年
 月

 日
 

支
 

出
 

の
 

状
 

況
 

 

備
  

考
 

予
定
価
格

 
(契

 約
 年

 月
 日

) 
契
 約

 額
 

契
 
約

 
期
 
間

 
支
出

 
区
分

 
支
 
出

 
年
月
日

 

 

金
 
  

額
 

変
 
更

 
契

 
約

 
（

 
最

 
終

 
)

 
履

行
検

査
 

年
 
月

 
日

 
 

(契
 約

 年
 月

 日
) 

契
 約

 額
 

契
 
約

 
期
 
間

 
契

約
形

態
 

社
会

福
祉

総
務

費
 

国
補

 
人

権
啓

発
活

動
再

委
託

 

鳥
取

市
 

外
16

市
町

 
 （2

2.
4.

30
外

） 

2,
09

0,
00

0
外

 

22
.4

.3
0

外
 

～
23

.3
.3

1 
（免

除
） 

23
.3

.3
1

外
 概

算
 

22
.7

.6
 

11
,1

73
,0

00
 

△
13

5,
41

5 

受
託

者
が

市
町

村
で

あ
る

た
め

 

⑤
 

  
 

随
 

23
.4

.1
外

 

〃
 

国
補

 
人

権
啓

発
活

動
再

委
託

（二
次

配
分

） 

江
府

町
 

 （2
2.

11
.1

6）
 

29
2,

00
0 

22
.1

1.
16

 

～
23

.3
.3

1 
（免

除
） 

23
.3

.3
1 

概
算
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オ 財産の交換  該当なし 

カ 動 産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機）  該当なし 

キ 物 権    該当なし 

ク 無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等）  該当なし 

ケ 有価証券  該当なし 

コ 出資による権利  該当なし 

 
（２）金券類の受払状況  

   ア 金券の受払状況 

                                  （平成２３年３月３１日現在） 

種     別 前年度末 
本 年 度 中 本年度末 

 

備  考 

 購 入 額 使 用 額 

郵便切手及び郵便はがき 

      円 

2,230 

円 

4,400 

円 

2,740 

         円 

3,890 

 

 

収入印紙 
0 0 0 0 

 

 

収入証紙 
0 0 0 0 

 

 

タクシークーポン券 
0 0 0 0 

 

 

鉄道バスプリペードカード 
0 0 0 0 

 

 

合  計 2,230 4,400 2,740 3,890 

 

 

 

イ タクシーチケットの受払状況 

                                                                                （平成２３年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 

 

本  年  度  中 本年度末未使用枚数 

 購 入 枚 数       使用枚数及び金額 

２３ 枚 － 枚 
１３ 枚 

１０ 枚 
３１，５７０ 円 

  

（３）基 金  該当なし 

 

（４）債 権                              （平成２３年３月３１日現在） 

債権の名称 

 

 

前 年 度 末 

 

本 年 度 中 本 年 度 末 

 

 

備 考 

 

増 減 

金 額 件数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 

財産貸付収入 

 

         円 

3,000 

 

1 

       円 

 

 

 

      円 

1,500 

 

－ 

        円 

1,500 

 

1 

 

 

専修学校等奨学

資金 119,839,221 252   19,675,012 30 100,164,209 222  

 

合    計 

 

119,842,221 

 

253 

 

 

 

 

 

19,676,512 

 

30 

 

100,165,709 

 

223 
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 ２
０

 
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
 

（
１

）
土

地
及

び
建

物
 

ア
 

土
 

地
 

 
該

当
な

し
 

 

行
政
・
普
 

通
財
産
の
 

区
分
 

貸
 
  
付
 

(使
用
許
可
) 

目
  
 
的
 

 

所
 
在
 
地
 

 

数
 量

 

又
 は

 

面
 積

 

貸
 
 
付
 

(使
用
許
可
) 

年
 月

 日
 

当
初
貸
付
 

(使
用
許
可
) 

年
 月

 日
 

貸
 
 
付
 

(使
用
許
可
) 

期
 
 
間
 

  
貸
付
（
使
用
）
料
（
円
）
 

 
貸
付
（
使
用
許
可
）
先
 

 

備
  
 
考
 

 

単
価
 

 

 本
年
度
の
 

 貸
付
(使

用
)料

 

住
 
 
 
所
 

氏
 
 
 
名
 

普
通
財
産
 

 

解
放

文
化

会

館
用

地
 

鳥
取

市
幸

町
1
5
1 

1,4
94

.13
㎡

 
H
1
5
.
3
.
7
 

S
5
3
.
1
1
.
1
6
 

H
1
5
.
3
.
7
～

 

H
2
4
.
3
.
3
1
 

―
 

無
償

 
鳥

取
市

尚
徳

町
1
6
 

鳥
取

市
長

 

 

電
柱

敷
 

鳥
取

市
幸

町
1
5
1 

電
柱

1

本
 

H
1
5
.
3
.
7
 

S
5
3
.
1
1
.
1
6
 

H
1
5
.
3
.
7
～

 

H
2
4
.
3
.
3
1
 

年
額
 

1,
50
0 

1
,
5
0
0
 

鳥
取

市
新

品
治

町
1
番

地

6
 

中
国

電
力

株
式

会
社

鳥

取
営

業
所

長
 

転
貸

 

県
→

市
→

中

電
 

合
計
 

 
 

 
 

 
 

 
1
,
5
0
0
 

 
 

 

イ
 

建
 

物
 

行
政
・
普

 
通
財
産
の

 
区
分

 

貸
 
 
付

 
(使

用
許
可
) 

目
 
 
的

 

 
所
 
在
 
地

 

数
 量

 
又
 は

 
面
 積

 

貸
 
 
付

 
(使

用
許
可
) 

年
 月

 日
 

当
初
貸
付

 
(使

用
許
可
) 

年
 月

 日
 

貸
 
 
付

 
(使

用
許
可
) 

期
 
 
間

 

貸
付
（
使
用
）
料
（
円
）

 
貸
付
（
使
用
許
可
）
先

 
 

備
 
 
考

 

 

単
価

 
本
年
度
の

 
貸
付
(使

用
)料

 
住
 
 
 
所

 
氏
 
 
 
名

 

行
政
財
産

 

事
務

室
、

相
談

室
、

車
庫

 

 

鳥
取

市
扇

町
２

１
 

 

6
8
.4

7
 

 

H
2
2
.4

.1
 

 

H
1
4
.4

.1
 

 

H
2
2
.4

.1
 

～
H

2
3
.3

.3
1
 

 

月
額

・
年

額
 

3
6
9
,4

8
4
 

 

3
6
9
,4

8
4
 鳥

取
市

扇
町

２
１

 
 
 
 
 
 
 

社
団

法
人

鳥
取

県
人

権
文

化

セ
ン

タ
ー

 

う
ち

冷
暖

房
加

算

と
し

て
、

2
,4

0
4
円

を
含

む
 

事
務

室
 

 

鳥
取

市
扇

町
２

１
 

 

1
8
.8

0
 

 

H
2
2
.4

.1
 

  

H
1
4
.4

.1
 

H
2
2
.4

.1
 

～
H

2
3
.4

.1
 

月
額

・
年

額
 

1
5
1
,6

2
0
 

1
5
1
,6

2
0
 鳥

取
市

扇
町

２
１

 

鳥
取

県
人

権
教

育
推

進
協

議

会
 
 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
52

1,
10

4 
 

 

普
通
財
産

 
 

 
 

 
 

 
月
額
・
年
額

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
額
・
年
額

 
 

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
計

 
 

 
 

 
 

 
 

52
1,
10

4 
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 （
２

）
物

品
（

１
品

の
取

得
価

格
が

１
０

０
万

円
以

上
の

も
の

）
 

 
該

当
な

し
 

２
１

 
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

 
 

該
当

な
し

 

２
２

 
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
 

 
該

当
な

し
 

２
３

 
自

動
車

（
二

輪
を

除
く

）
の

管
理

状
況

調
べ

 
 

該
当

な
し

 

２
４

 
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

 
 

該
当

な
し

 

２
５

 
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

 
 

該
当

な
し

 

２
６

 
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ
 

 
該

当
な

し
 

２
７

 
貸

付
金

等
状

況
調

べ
 

 
該

当
な

し
 

２
７
 
貸
付
金
等
状
況
調
べ
 

 （
１
）
総
括
表
 

（
単
位
：
円
）
 

貸
 付

 金
 

の
 名

 称
 

 

貸
 付

 先
 

 

 

貸
 
付
 
額
 

本
 
年
 
度
 （

 元
 金

 の
 み

 ）
 

本
年
度
末
現
在
 

貸
付
残
高
 

(A
+B
)-
(C
+D
+E
) 

 

備
 
考
 

 

前
年
度
末
現
在
 

貸
付
残
高
 (
Ａ
) 

本
年
度
貸
付
額
 

(Ｂ
) 

償
還
額
 

(Ｃ
) 

不
納
欠
損
額
 

(Ｄ
) 

償
還
免
除
額
 

(Ｅ
) 

専
修

学
校

等

奨
学

資
金

 

個
人

 
1
3
8
,
8
3
8
,
0
9
6
 

0
 

1
3
,
8
5
5
,
4
7
2
 

0
 

2
,
3
4
7
,
1
9
1
 

1
2
2
,
6
3
5
,
4
3
3
 

 

合
 

計
 

 
1
3
8
,
8
3
8
,
0
9
6
 

0
 

1
3
,
8
5
5
,
4
7
2
 

0
 

2
,
3
4
7
,
1
9
1
 

1
2
2
,
6
3
5
,
4
3
3
 

 
   （

２
）
償
還
状
況
 

 
 
（
専
修
学
校
等
奨
学
資
金
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
単
位
：
円
）
 

区
分
 

貸
 
付
 
額
 

本
 
 
年
 
 
度
 

本
 
年
 
度
 
末
 

備
 考

 

 

  

前
年
度
末
現
在
 

貸
付
残
高
 

 
 
 
 
(Ａ

) 

本
年
度
 

貸
付
額
 

 
 
 
 
(Ｂ

) 

区
分
 

  

収
入
調
定
額
 

 
 
 
（
Ｃ
）
 

 

償
還
額
 

 
 
 
(Ｄ

) 

 

不
納
欠
損
額
 

 
 
 
(Ｅ

) 

 

償
還
免
除
額
 

 
 
 
(Ｆ

) 

 

収
入
未
済
額
 

(C
-D
-E
) 

 

償
 還

 期
 

未
到
来
分
 

(A
+B
)－

(C
＋
F)
 

元
金
 

1
3
8
,
8
3
8
,
0
9
6
 

0
 

過
年
度
分
 

1
8
,
9
9
8
,
8
7
5
 

1
2
,
8
3
3
,
2
0
2
 

0
 

0
 

1
7
,
9
7
6
,
6
0
5
 

1
0
0
,
1
6
4
,
2
0
9
 

 

現
年
度
分
 

1
7
,
3
2
7
,
8
2
1
 

1
,
0
2
2
,
2
7
0
 

0
 

2
,
3
4
7
,
1
9
1
 

4
,
4
9
4
,
6
1
9
 

小
計
 

3
6
,
3
2
6
,
6
9
6
 

1
3
,
8
5
5
,
4
7
2
 

0
 

2
,
3
4
7
,
1
9
1
 

2
2
,
4
7
1
,
2
2
4
 

利
子
 

   

   

過
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

 

   

現
年
度
分
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

小
計
 

0
 

0
 

0
 

0
 

0
 

 
合
計
 

3
6
,
3
2
6
,
6
9
6
 

1
3
,
8
5
5
,
4
7
2
 

0
 

2
,
3
4
7
,
1
9
1
 

2
2
,
4
7
1
,
2
2
4
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○

 
意

見
、

要
望

等
 

 
 

 

 （
１

）
業

務
に

関
す

る
意

見
・

要
望

等
 

 
 

 
特

に
な

し
 

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

要
望

等
 

 
特

に
な

し
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